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住宅関連施策を読み解く2023年度

＊ 表は、2023 年3月時点の情報に基づいており、まだ確定していない内容も一部含みます（公募時期などは4月以降に発表される予定）。 
＊ 補助事業は予算金額に達した場合、予定よりも早期に終了する場合があります。  

2024
年度

2025
年度2023年度

● 補助額：［ZEH］55万円/戸　［ZEH+］100万円/戸  ※蓄電システム導入の場合加算あり
　 （①2万円kWh、②上限20万円、③補助対象費の1/3　いずれか低いもの）   ※CLTや先      進的な再エネ熱利用設備の導入には別途補助戸建住宅ZEH化等支援事業【環境省】戸建住宅ZEH化等支援事業【環境省】‒◯

次世代ZEH＋実証事業【経産省】次世代ZEH＋実証事業【経産省】‒◯ ● 補助額：［次世代ZEH＋］100万円/戸　※蓄電システム、燃料電池、V2H充電設備、太陽熱     利用温水システムに別途補助あり 継
続

継
続 2025年度まで継続

2025年度まで継続

LCCM住宅整備推進事業【国交省】LCCM住宅整備推進事業【国交省】ライフサイクル全体を
考慮した住宅

ZEH
(ネット・ゼロ・

エネルギー・ハウス)

省エネ、
断熱リフォーム

長期優良住宅化

◯‒

◯‒

◯‒

次世代省エネ建材の実証支援事業
（次世代建材）【経産省】
次世代省エネ建材の実証支援事業
（次世代建材）【経産省】

住宅エコリフォーム推進事業【国交省】住宅エコリフォーム推進事業【国交省】

長期優良住宅化リフォーム推進事業
【国交省】
長期優良住宅化リフォーム推進事業
【国交省】

● ［外張断熱］補助額：対象費用の1/2以内　(上限：戸建1～ 4地域は400万円/戸、5～ 8     地域は300万円/戸）
● ［内張断熱］補助額：対象費用の1/2以内　(上限：戸建200万円/戸、集合125万円/戸）
● ［窓断熱］補助額：対象費用の1/2以内　(上限：戸建150万円/戸、外窓と任意製品を併用    する場合は200万円/戸）
● 省エネ診断補助額：対象経費の1/3　● 省エネ設計等補助額：対象経費の1/3
● ZEHレベル改修（建替え含む）補助額：対象経費の [マンション]1/6 [その他]11.5%　※上限    ：[戸建]原則51.27万円/戸　[共同]原則0.25万円/㎡

● 補助額：対象経費（インスペクション等含む）の1/3
　※補助対象工事：性能向上、三世代同居対応、子育て世帯向け、防災性・レジリエンス性向    上改修
　※上限：原則100万円/戸（①長期優良住宅（増改築）認定を取得する場合は200万円/戸    ②三世代同居対応改修工事の実施、若者・子育て世帯が
　　工事実施、既存住宅購入を伴う工事、改修後の一次エネルギー消費量が省エネ基準比▲20   ％のいずれかを満たす場合、上限額に50万円/戸を加算）

税     

制

税     

制

補
　助
　金

補
　助
　金 既存住宅における断熱リフォーム支援事業

【環境省】　※2022年補正予算
既存住宅における断熱リフォーム支援事業
【環境省】　※2022年補正予算◯‒ ● ［トータル断熱・居間だけ断熱］対象費用の 1/3以内

 　（上限：戸建 120万円/戸以内、集合：15万円/戸以内）。家庭用蓄電・蓄熱システム、    熱交換型

登録免許税登録免許税◯ ‒

◯ ‒

‒

● ＜所有権の保存登記＞本則0.4％に対して0.1％（一般住宅は０.1５％）　
● ＜所有権の移転登記＞本則2.0％に対して、長期優良住宅:戸建て 0.2％マンション0.1％、    認定低炭素住宅：0.1％（一般住宅は0.3％） 2024年3月31日まで

固定資産税固定資産税‒ ◯

‒ ◯

2024年3月31日まで

不動産取得税不動産取得税‒◯ ● 課税標準からの控除額が1,300万円（一般住宅は1,200万円） 2024年3月31日まで

固定資産税固定資産税‒◯ ● 1/2減額（120㎡相当分まで）戸建ては5年間、マンションは7年間（一般住宅：戸建ては     3年間、マンションは5年間） 2024年3月31日まで

投資型減税（所得税）投資型減税（所得税）‒◯ ● 標準的な性能強化費用相当額（上限650万円）の10％を控除　 ※控除しきれない場合は     翌年の所得税額から控除 2023年12月31日まで

2023年12月31日まで

住宅取得等に係る
贈与税非課税措置 贈与税贈与税◯◯ ● 非課税限度額：良質な住宅　1,000万円（一般の住宅は500万円）

    （良質な住宅：一定の耐震、免震・省エネ・高齢者等配慮対策のいずれかを有する住宅）
2023年12月31日まで

良質な
木造住宅
供給促進

地域型住宅グリーン化事業【国交省】地域型住宅グリーン化事業【国交省】◯

● 補助額：対象工事掛増し費用の1/2以内 　上限金額は次の通り　（ ）内は補助金活用実　  績4戸以上の事業者の場合
　 [認定長期優良住宅]・[ZEH・Nearly ZEH]：140（125）万円/戸　
　 [認定低炭素住宅]・[ZEH Oriented]：125（110）万円/戸
● 加算措置：上限金額は次の通り　
　 ①地域材の過半利用・地域の伝統的な住宅：20万円/戸
　 ②三世代同居/若者・子育て世帯：30万円/戸　③バリアフリー：30万円/戸

継
続

継
続

継
続

継
続

耐震改修 ◯‒ 住宅･建築物安全ストック形成事業
【国交省】
住宅･建築物安全ストック形成事業
【国交省】

● 耐震診断・補強（建替え含む）設計等補助額：国と地方公共団体で2/3　
● 耐震改修補助額： ①個別支援（建替え・除却含む）：国と地方公共団体で23％　※戸建住宅    の上限：83.8万円/戸（多雪区域100.4万円/戸）
 　②パッケージ支援（建替え含む）：補強設計等の費用、耐震改修工事費に対し、国と地方で定    額100万円    
 　（密集市街地等150万円、多雪区域120万円）ただし耐震改修工事費の8割を限度
　 ※併せて省エネ改修を行う場合は[省エネ基準適合レベル]30万円/戸（上限：対象費用の4割）    [ZEHレベル]70万円/戸（上限：対象費用の8割）を加算

継
続

◯◯ こどもエコすまい支援事業
【国交省】
こどもエコすまい支援事業
【国交省】

● ［新築］補助額：ZEH住宅 100万円/戸　※子育て世帯又は若者夫婦世帯が対象　※対象     住宅の延べ面積は50㎡以上等　  
● ［リフォーム］補助額：①（必須）住宅の省エネ改修  ②（任意）子育て対応改修、バリアフリー    改修、空気清浄機能・換気機能付きエアコン設置工事等：原則上限30万円/戸  
 　※子育て世帯･若者夫婦世帯は上限45万円/戸（既存住宅購入を伴う場合は60万円/戸）　　 ※一般世帯でも安心R住宅の購入を伴う場合は上限45万円/戸  

継
続

継
続

継
続

継
続

継
続

■ 変更点　
● 体制設備等に係る費用：定額等 ※1,000万円　※既存システム等の導入は1/2　　
● 地域住宅整備補助額の上限変更　[認定低炭素住宅]・[ZEH Oriented]：125万円/戸　
● 加算措置上限を一部見直し
　①地域材利用：柱・梁・桁・土台のすべてに地域材を利用した場合は30万円
　※上限金額等は変更の可能性がありますので、詳しくは４月以降に公開される公募書類にて確認ください。

    ● 1/2を1年間減額（120㎡相当分まで）   　　● 1/3を1年間減額（100㎡相当分    まで）　　　
    ● 1/3を1年間減額（120㎡相当分まで）   　　● 2/3を1年間減額（120㎡相当分    まで）

    ● 必須工事（限度額：250万円）控除率10％＋その他の工事=最大控除額62.5万円
    ● 必須工事（限度額：200万円）控除率10％＋その他の工事=最大控除額60万円
    ● 必須工事（限度額：250万円<※350万円>）控除率10％＋その他の工事=最大控除     額62.5万円＜※67.5万円＞　
    ● 必須工事（限度額：250万円）控除率10％＋その他の工事=最大控除額62.5万円
    ● 耐震または省エネ＋耐久性：必須工事（限度額：250万円＜※350万円＞）控除率10％    +その他の工事＝最大控除額62.5万円＜※67.5万円＞
　　　耐震＋省エネ＋耐久性：必須工事（限度額：500万円＜※600万円＞）控除率10％+    その他の工事＝最大控除額75万円＜※80万円＞
　      ※太陽光発電を設置する場合

リフォーム促進税制（旧 投資型減税）リフォーム促進税制（旧 投資型減税）

既存住宅の性能
向上を図るための
リフォームに係る
特例措置

良質な住宅の
取得に係る
特例措置

[耐震改修]
[バリアフリー]
[省エネ]
[三世代同居]
[長期優良住宅化]

■ 変更点　省エネ設計等や改修に対する従来の補助方式を廃止し、それらを合算した額に対して以下の額を補助する方式を新設
● 補助額：35万円/戸（対象経費の4割を限度）

■ 変更点　集合住宅：ドア改修を行う場合は上限を20万円/戸に引上げ

● 補助額：設計費＋対象工事掛増し費用の1/2（上限：戸建140万円/戸・共同住宅75万円     /戸）

住宅省エネ
キャンペーン
※2022年補正予算

予算上限に達するまで（遅くとも2023年12月31日まで）

2024年度まで継続

◯‒ 先進的窓リノベ事業 【経産省・環境省】先進的窓リノベ事業 【経産省・環境省】 ● 補助額：高い断熱性能を持つ窓の改修費用の1/2相当を定額補助（上限200万円） 予算上限に達するまで（遅くとも2023年12月31日まで）

◯◯ 給湯省エネ事業 【経産省】給湯省エネ事業 【経産省】 ● 補助額：[エネファーム]　15万円/台　[ハイブリッド給湯器・エコキュート]　5万円/台 予算上限に達するまで（遅くとも2023年12月31日まで）

継
続

継
続

継
続

継
続

[認定長期優良]
[認定低炭素]
[ZEH水準]
[省エネ基準適合]

住宅ローン減税（所得税）住宅ローン減税（所得税）◯ ◯

<新築・買取再販＞ ● 借入限度額： 2022年・2023年入居           5,000万円 　　4,50    0万円       4,000万円　（一般住宅は3,000万円）
                                                2024年・2025年入居           4,500万円 　　3,50    0万円       3,000万円　（一般住宅は0万円）
※(2023年末までに新築の建築確認を受けた住宅に2024～ 2025年に入居する場合は、借入     限度額2,000万円・控除期間10年間)     
　　　　　　　　　● 控除率：住宅ローン残高の0.7％　● 控除期間：13年　
<既存住宅> 　　　● 借入限度額：　　　　　 3,000万円（一般住宅は2,000万円）  　　  ● 控除率：0.7％　● 控除期間：10年 
※控除しきれない場合は翌年の住民税から控除

2025年12月31日まで継
続

2022年度住宅関連優遇策一覧 新
築

既
築
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ま
え
て
、
２
方
向
避
難
の
確
保
や
避
難
経

路
の
防
火･

防
煙
対
策
な
ど
の
た
め
の
改

修
に
対
し
て
支
援
を
行
い
ま
す
。

  

〈
防
災･

減
災
対
策
〉
で
は
、
災
害
危
険

区
域
な
ど
の
ハ
ザ
ー
ド
エ
リ
ア
内
に
建
つ

危
険
住
宅
の
移
転
を
促
進
す
る「
が
け
地

事
業
」
も
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実

現
を
目
的
と
し
た
事
業
で
す
。
子
育
て
世

帯
・
若
者
夫
婦
世
帯
に
よ
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ
レ
ベ

ル
の
新
築
住
宅
取
得
や
、
省
エ
ネ
改
修
に

対
し
て
支
援
を
行
い
ま
す
。
予
算
総
額
は

１
５
０
０
億
円
で
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
住
宅
の
補
助

額
は
１
０
０
万
円
／
戸
、
住
宅
の
リ
フ
ォ
ー

ム
は
工
事
内
容
に
応
じ
て
額
が
定
め
ら

れ
、
上
限
は
30
万
円
／
戸
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、「
省
エ
ネ
基
準
適
合
の
融
資
要

件
化
」
で
は
、
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
「
フ

ラ
ッ
ト
35
」
を
利
用
す
る
新
築
住
宅
は

２
０
２
３
年
４
月
以
降
、
省
エ
ネ
基
準
（
断

熱
等
級
４
か
つ
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
級

４
）
へ
の
適
合
を
要
件
化
し
ま
し
た
。
こ

れ
は
２
０
２
５
年
度
に
義
務
化
さ
れ
る
予

定
の
省
エ
ネ
基
準
と
同
じ
も
の
で
、
義
務

化
よ
り
も
２
年
前
倒
し
す
る
こ
と
で
省
エ

ネ
推
進
の
加
速
を
目
指
し
ま
す
。 

住
ま
い
の
安
全
確
保

Ⅱ防
火
対
策
の
改
修
支
援
が
始
ま
る

　

建
築
物
の
〈
防
火
対
策
〉
の
た
め
の
改

修
を
支
援
す
る「
建
築
物
火
災
安
全
改
修

事
業
」
を
創
設
し
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
防

火
対
策
の
補
助
事
業
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し

た
が
、
２
０
２
１
年
12
月
に
多
数
の
死
者

を
出
し
た
大
阪
市
北
区
の
ビ
ル
火
災
を
踏

ク
へ
の
改
修
を
支
援
す
る「
長
期
優
良
住

宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事
業
」
を
継
続
し

ま
す
。
省
エ
ネ
改
修
の
支
援
メ
ニ
ュ
ー
が

大
き
く
変
わ
っ
た
の
は 「
住
宅
エ
コ
リ

フ
ォ
ー
ム
推
進
事
業
」
で
す
。
従
来
の
「
補

助
率
方
式
」
を
廃
止
し
、
新
た
に
「
定
額
方

式
」
を
創
設
し
た
こ
と
に
加
え
、
別
々
に
補

助
し
て
い
た
設
計
と
改
修
工
事
を
合
算
し

た
補
助
と
な
り
ま
す
。
戸
建
て
は
上
限

15
万
円
（
Ｚ
Ｅ
Ｈ
レ
ベ
ル
で
は
35
万
円)

※

を
補
助
し
ま
す
。
戸
建
て
改
修
は
少
額
の

物
件
が
多
い
た
め
、
従
来
の
補
助
率
方
式

よ
り
も
補
助
額
が
増
え
る
ケ
ー
ス
が
多
く

な
り
、
使
い
や
す
い
制
度
に
な
っ
た
の
で

は
な
い
か
と
思
い
ま
す
（
図
１
）
。
優
良
な

木
造
中
高
層
住
宅･

非
住
宅
建
築
物
を
支

援
す
る「
優
良
木
造
建
築
物
等
整
備
推
進

事
業
」
も
継
続
し
ま
す
。

　

２
０
２
２
年
度
第
２
次
補
正
予
算
に
な

り
ま
す
が
、「
こ
ど
も
エ
コ
す
ま
い
支
援

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

Ⅰ省
エ
ネ
改
修
の
支
援
メ
ニュ
ー
を

よ
り
使
い
や
す
い
制
度
に
変
更

　

２
０
２
３
年
度
も
昨
年
立
ち
上
げ
た「
住

宅･

建
築
物
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
総

合
推
進
事
業
」
の
継
続
・
拡
充
と
し
て
住

宅
・
建
築
物
分
野
の
省
エ
ネ
対
策
の
強
化
、

木
材
利
用
の
促
進
を
図
り
ま
す
。
新
築
住

宅
へ
の
支
援
と
し
て「
地
域
型
住
宅
グ
リ
ー

ン
化
事
業
」
で
は
地
域
材
使
用
を
さ
ら
に

進
め
る
た
め
、
加
算
措
置
を
拡
充
し
ま
す
。

柱
・
梁
・
桁
・
土
台
の
過
半
に
地
域
材
を

使
用
し
た
場
合
は
上
限
20
万
円
、
す
べ
て

に
使
用
し
た
場
合
は
上
限
30
万
円
と
な
り

ま
す
。
ま
た
、
先
導
的
な
脱
炭
素
化
を
実

現
す
る「
Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
住
宅
整
備
推
進
事
業
」

も
変
わ
ら
ず
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

リ
フ
ォ
ー
ム
で
は
、
良
質
な
住
宅
ス
ト
ッ

近
接
等
危
険
住
宅
移
転
事
業
」
を
継
続

し
、
危
険
住
宅
の
除
去
費
用
と
引
っ
越
し

費
用
を
今
ま
で
よ
り
手
厚
く
支
援
し
て
い

き
ま
す
。
ま
た
、
住
宅
・
建
築
物
の
耐
震

改
修
へ
の
支
援
で
あ
る
「
住
宅･

建
築
物

耐
震
改
修
事
業
」
も
、
引
き
続
き
行
い
ま
す
。

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
住
ま
い
の
確
保

Ⅲセ
ー
フ
ティ
ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
の

支
援
を
強
化

　

誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
多
様
な
住

ま
い
の
確
保
に
向
け
た
施
策
で
は
、
改
修

費
や
家
賃
低
廉
化
、
住
み
替
え
に
係
る
支

援
強
化
な
ど
、
住
ま
い
の「
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
へ
の
支
援
」
を
強
化
す

る
こ
と
に
よ
り
、
専
用
住
宅
を
含
め
た
登

録
の
促
進
を
図
り
ま
す
。

  

〈
子
育
て
支
援
〉
に
関
し
て
は
、「
子
育
て

支
援
型
共
同
住
宅
推
進
事
業
」
、
フ
ラ
ッ

ト
35
の
金
利
を
当
初
10
年
間
０
・
25
％
引

き
下
げ
る「
フ
ラ
ッ
ト
35
地
域
連
携
型（
子

育
て
支
援
）」
、〈
バ
リ
ア
フ
リ
ー
〉
で
は
、

「
バ
リ
ア
フ
リ
ー
環
境
整
備
促
進
事
業
」

や「
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
整

備
事
業
」
を
継
続
し
ま
す
。

既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効
活
用

Ⅳ空
き
家
の
活
用・除
却
を
拡
充

　

居
住
目
的
の
な
い
空
き
家
は
こ
の
20
年

で
１
・
９
倍
に
増
え
、
今
後
も
増
加
が
見

込
ま
れ
ま
す
。
そ
こ
で
〈
空
き
家
対
策
〉

に
は
一
層
力
を
入
れ
て
い
き
ま
す
。「
空

き
家
対
策
総
合
支
援
事
業
」
の
基
本
事
業

で
は
、
活
用
か
除
却
か
を
判
断
す
る
た
め

の
フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
ス
タ
デ
ィ
（
調
査
・

検
証
）
へ
の
支
援
を
創
設
し
ま
し
た
。
ま

た
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
民
間
事
業
者
な
ど
が
実
施

す
る
「
空
き
家
対
策
モ
デ
ル
事
業
」
を
拡

充
し
、
調
査
検
討
や
改
修･

除
却
工
事
へ

の
支
援
を
行
い
ま
す
（
図
２
）
。
他
に
も

地
方
公
共
団
体
の
空
き
家
対
策
と
連
携
し

た
住
宅
金
融
支
援
機
構
の「
フ
ラ
ッ
ト
35

地
域
連
携
型（
空
き
家
対
策
）」
で
は
、
空

き
家
取
得
費
用
に
対
す
る
金
利
０
・
25
％

の
引
き
下
げ
期
間
を
、
現
行
の
当
初
５
年

か
ら
10
年
間
に
延
長
し
、
取
得
者
の
負
担

を
軽
減
し
ま
す
（
図
３
）
。「
マ
ン
シ
ョ
ン

ス
ト
ッ
ク
長
寿
命
化
等
モ
デ
ル
事
業
」
で

は
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
適
正
化
の
取
り
組

み
や
、
外
壁
剥
落
の
危
険
性
が
あ
る
マ
ン

シ
ョ
ン
再
生
へ
の
支
援
を
強
化
し
ま
す
。

住
宅･

建
築
分
野
の
Ｄ
Ｘ
の
推
進

Ⅴ建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
に
よ
る
建
築
確
認
を

可
能
と
す
る
環
境
整
備
を
強
化

　

ま
ち
づ
く
り
や
不
動
産
の
分
野
に
お
け

る
Ｄ
Ｘ
と
連
携
し
た
「
建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
＊
１
」

の
社
会
実
装
加
速
化
を
、
よ
り
強
力
に
進

め
て
い
き
ま
す
。
２
０
２
２
年
度
第
二
次

補
正
予
算
で
は
、「
建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
加
速
化

事
業
」
に
80
億
円
の
予
算
を
設
け
、
取
り

組
み
が
遅
れ
て
い
る
中
小
事
業
者
な
ど
が

建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
を
活
用
で
き
る
よ
う
に
支
援

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
設
計･

施
工･

維

持
管
理
の
そ
れ
ぞ
れ
で
バ
ラ
バ
ラ
に
使
用

さ
れ
、
デ
ー
タ
連
携
が
な
さ
れ
ず
一
気
通

貫
で
使
え
て
い
な
い
こ
と
も
大
き
な
課
題

と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
２
０
２
３
年

度
は
「
建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
活
用
総
合
推
進
事

業
」
を
創
設
し
、
建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
に
よ
る
建

築
確
認
申
請
な
ど
を
目
指
し
た
基
盤
整
備

へ
の
支
援
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、
Ｂ
Ｉ
Ｍ

に
限
ら
ず
施
工
監
理
の
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど
、

中
小
工
務
店
の
労
働
環
境
の
向
上
に
つ
な

が
る
Ｄ
Ｘ
の
推
進
や
、
住
宅
に
お
け
る 

Ｉ
ｏ
Ｔ
技
術
活
用
の
推
進
支
援
な
ど
も
続

け
て
い
き
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
、空
き
家
対
策
、

建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
導
入
な
ど
を
拡
充

２
０
２
３
年
度
の
国
土
交
通
省
住
宅
局
関
連
の
当
初
予
算
は
１
７
６
６
億
円
で
、
お

お
む
ね
例
年
並
み
の
規
模
と
な
っ
た
。
重
点
施
策
と
し
て
５
つ
の
柱
を
挙
げ
て
お
り
、

そ
の
中
で
も
住
宅
関
連
予
算
の
概
要
を
中
心
に
国
土
交
通
省
住
宅
局
総
務
課
企
画
官

の
広
瀬
行
久
氏
に
聞
い
た
。

2023年度
住宅関連施策を読み解く

特  集

国土交通省
住宅局総務課 企画官

広瀬 行
ゆ き ひ さ

久 氏
＊1  建築BIM：ビルディング･インフォメーション･モデリング。建築物の設計、施工、維持管理に関する情報を一元化した3次元データ ※ 国からの直接補助のみ

図１：住宅エコリフォーム推進事業の補助
民間実施：戸建住宅・国が補助する場合（直接補助）

例） 戸建住宅（設計費用18万円・工事費200万円)でZEHレベルに改修した場合
 補助率方式29万円＜定額方式35万円となる

①省エネ診断
(補助率1/３）

補助率方式 (廃止）
②省エネ設計等 補助率1/3

定額方式（創設）
補助上限

③省エネ改修工事
（補助率11.5％）

補助上限

②省エネ設計等
+

③省エネ改修工事

省エネ基準適合レベル
383,000 円

ZEHレベル
512,700 円

省エネ基準適合レベル
150,000 円

交付対象費用の2割を限度

ZEHレベル
350,000 円

交付対象費用の4割を限度

図2. 空き家対策総合支援事業

図3. フラット35地域連携型（空き家対策）

空き家対策基本事業

空き家対策モデル事業

〇空き家の活用（設計費などを含む）　
【補助率：直接1/2、間接1/3（かつ市町村の1/2）】

拡充

〇空き家の除却（設計費などを含む）
【補助率：直接 2/5、間接 2/5（かつ市町村の1/2）】

拡充

①調査検討等支援事業 拡充

〇空き家の活用か除却かを判断するためのフィージビリティスタディ
【補助率：直接1/2、間接1/3（かつ市町村の1/2）】

創設

（NPOや民間事業者などが実施するもの）

以下の1から3のいずれかのテーマに該当する創意工夫をこらしたモデル
性の高い取り組みに係る調査検討やその普及・広報などへの支援
【補助率：定額】

空き家に関する相談対
応の充実や空き家の発
生抑制に資する官民連
携体制の構築など

1 2

空き家の活用等に資
するスタートアップな
ど新たなビジネスモ
デルの構築など

3

ポスト・コロナ時代を
見据えて顕在化した
新たなニーズに対応し
た空き家の活用など

②改修工事等支援事業 創設
創意工夫をこらしたモデル性の高い空き家の改修工事・除却工事など
への支援
【補助率：活用1/3、除却 2/5、除却とあわせて行う土地の整備 1/3】

住宅金融支援機構 地方公共団体

利用者
JHF

フラット35の
金利引下げ
年▲0.25％

空き家取得に対する
財政的支援

（補助金交付など）

連携（協定書などの手続きは不要）

当初5年間 当初10年間
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図. インボイスの記載事項とその一例

支
払
対
価
の
見
直
し
打
診
、
あ
る
い
は
取

引
継
続
の
当
否
を
含
め
た
対
応
を
検
討
す

る②
受
領
し
た
イ
ン
ボ
イ
ス
を
適
切
に
保
存

す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る

③
請
求
書
や
納
品
書
な
ど
の
何
を
イ
ン
ボ

イ
ス
と
す
る
か
、
ま
た
そ
れ
ら
の
要
式
に
つ

い
て
、
必
要
に
応
じ
て
相
手
と
協
議
す
る

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
仕
組
み
自
体
は

至
っ
て
シ
ン
プ
ル
で
す
。
準
備
を
整
え
、

制
度
開
始
に
備
え
て
く
だ
さ
い
。

が
あ
り
、
そ
の
写
し
を
保
存
し
て
お
く
こ
と

が
求
め
ら
れ
ま
す
。
具
体
的
な
準
備
は
主

に
次
の
通
り
で
す
。

①
所
轄
の
税
務
署
長
宛
に
「
イ
ン
ボ
イ
ス

発
行
事
業
者
」
の
登
録
申
請
を
行
う

②
登
録
済
み
の
旨
を
得
意
先
に
伝
え
る　

③
相
手
方
に
交
付
す
る
取
引
関
係
書
類
を

イ
ン
ボ
イ
ス
の
要
式
に
整
え
る　

④
請
求
書
や
納
品
書
な
ど
の
何
を
イ
ン
ボ

イ
ス
と
す
る
か
、
得
意
先
と
協
議
す
る

［
買
い
手
側
と
し
て
の
準
備
］

①
相
手
が
免
税
事
業
者
の
場
合
、「
仕
入
税

額
控
除
」
が
で
き
ず
買
い
手
側
が
消
費
税

を
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
仕
入
先

に
対
し
課
税
事
業
者
へ
の
転
換
の
打
診
や

求
書
の
保
存
を
も
っ
て
仕
入
税
額
控
除
が

可
能
で
す
。
し
か
し
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

が
開
始
さ
れ
る
と
イ
ン
ボ
イ
ス
を
交
付
で

き
る
の
は
「
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
登

録
」
を
済
ま
せ
た
「
課
税
事
業
者
」
の
み

と
な
り
、
免
税
事
業
者
か
ら
の
仕
入
れ
に

関
し
て
は
「
仕
入
税
額
控
除
」
が
原
則
で

き
な
く
な
り
ま
す
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
導
入
さ
れ
る
理
由

の
一
つ
に
「
益
税
」
問
題
が
あ
り
ま
す
。

消
費
税
は
「
消
費
者
」
が
負
担
す
る
税
金

で
、
流
通
過
程
で
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
者
が

預
か
り
、
消
費
者
に
代
わ
っ
て
ま
と
め
て

税
務
署
に
納
付
し
ま
す
。
た
だ
し
現
在

は
、
免
税
事
業
者
が
預
か
っ
た
消
費
税
は

合
法
的
に
納
税
し
な
く
て
よ
い
「
益
税
」

と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
解
消
の
た
め
に
こ

の
制
度
の
導
入
が
決
ま
っ
た
の
で
す
。

売
り
手
側
、
買
い
手
側
の
準
備

［
売
り
手
側
と
し
て
の
準
備
］

　

イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
は
、
買
い
手

側
（
課
税
事
業
者
に
限
る
）
か
ら
イ
ン
ボ
イ

ス
の
交
付
を
求
め
ら
れ
た
ら
応
じ
る
義
務

「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」と
は

　

２
０
２
３
年
10
月
１
日
よ
り
「
イ
ン
ボ

イ
ス
（
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
）
制
度
」

が
始
ま
り
ま
す
。
イ
ン
ボ
イ
ス
と
は
、
現

在
発
行
し
て
い
る
請
求
書
や
領
収
書
、
納

品
書
な
ど
に
、
新
た
に
「
登
録
番
号
」「
適

用
税
率
」「
税
率
ご
と
の
消
費
税
額
」
を
記

載
し
た
書
面
の
こ
と
で
す
（
図
）
。

　

現
行
の
消
費
税
の
仕
入
税
額
控
除
＊
１

の
方
式
で
あ
る
「
区
分
記
載
請
求
書
等
保

存
方
式
」
で
は
請
求
書
は
誰
で
も
発
行
可

能
で
あ
り
、
所
定
の
帳
簿
記
載
と
当
該
請

「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」が
始
ま
る

10
月
か
ら
い
よ
い
よ
始
ま
る「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」。
こ
れ
に
よ
り
売
り
手
側
、
買
い

手
側
の
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
で
、
事
業
者
は
ど
の
よ
う
な
影
響
を
受
け
る
の
だ
ろ
う
か
。

制
度
の
概
要
と
対
応
策
に
つ
い
て
税
理
士
に
聞
い
た
。

2023年度
住宅関連施策を読み解く

特  集

税理士　小林俊道事務所

小林 俊道 氏
＊1  売上げに係る消費税額（売上税額）から仕入れに係る消費税額（仕入税額）を控除した金額を納税する仕組み
＊2  事業区分ごとの「売上税額」に各みなし仕入率を乗じて仕入税額を算出できる制度。インボイスの保存は不要となる

　

制
度
の
開
始
に
当
た
り
、
負
担
軽
減
の

た
め
の
様
々
な
経
過
措
置
や
特
例
等
が
あ

る
。
こ
こ
で
一
例
を
紹
介
す
る
。

１.

登
録
申
請
期
限
が
実
質
的
に
延
長

　

申
請
期
限
は
３
月
31
日
ま
で
が
原
則
だ

が
、
９
月
末
日
ま
で
に
申
請
す
れ
ば
、
遅

れ
た
理
由
を
問
わ
れ
ず
に
10
月
１
日
が
登

録
日
と
み
な
さ
れ
る
。

２.
免
税
事
業
者
か
ら
の
課
税
仕
入
れ
に
関

す
る
経
過
措
置

　

免
税
事
業
者
か
ら
の
仕
入
税
額
相
当
額

に
つ
い
て
、
最
初
の
３
年
間
は
８
割
、
次

の
３
年
間
は
５
割
の
仕
入
税
額
控
除
が
で

き
る
。

３.

「
簡
易
課
税
制
度
＊
２
」の
活
用

　

基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
が
５
０
０
０
万

円
以
下
な
ら
、
届
出
書
の
提
出
に
よ
り「
簡

易
課
税
制
度
」を
選
択
で
き
る
。

４.

小
規
模
事
業
者
に
関
す
る
２
割
特
例

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
開
始
に
伴
い
免
税

事
業
者
が
課
税
事
業
者
に
転
換
し
た
場
合
、

申
告
納
税
額
を
売
上
税
額
の
２
割
に
軽
減

で
き
る
緩
和
措
置
を
３
年
間
講
じ
る
。

５.

中
小
事
業
者
に
対
す
る
少
額
特
例

　

基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
が
１
億
円
以

下
な
ど
の
事
業
者
に
お
い
て
、
一
回
の
取

引
の
合
計
額
が
１
万
円
未
満
の
課
税
仕
入

れ
は
、
６
年
間
イ
ン
ボ
イ
ス
の
保
存
が
な

く
て
も
一
定
の
帳
簿
の
保
存
の
み
で
仕
入

税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
る
。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
で
使
え
る
主
な
特
例
措
置

① 適格請求書発行事業者の氏名または名称および登録番号
② 取引年月日
③ 取引内容（軽減税率の対象品目である旨）
④ 税率ごとに区分して合計した対価の額
 （税抜きまたは税込み）および適用税率
⑤ 税率ごとに区分した消費税額等
⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名または名称

下線項目が追加される事項

請求書 △△商事（株）
登録番号　T012345

××年11月30日
（株）〇〇御中

日付 金額品名

合計 120,000円
8％対象 40,000円
10％対象 80,000円

消費税 11,200円
消費税 3,200円
消費税 8,000円

11月分　131,200円

11/1
11/1
11/2

魚 ＊
豚肉 ＊
タオルセット

5,000円
10,000円
2,000円

… … …

＊ 軽減税率対象

①

③②

⑤

⑥

③
④
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『月刊HOUSING』編集長・リクルート
住まい研究所主任研究員などを経て
フリージャーナリストに。マンション
購入・戸建て建築・リフォームと自邸
で実践しながら、国内外で取材・コン
サルティング活動を行う。

藤井 繁子住生活ジャーナリスト

住宅業界の旬な話題をお届けします！住宅業界の旬な話題をお届けします！ここでちょっと一息

和洋折衷で切り拓く、日本発の住文化
　住団連の住宅業況調査を見ると、戸建住宅の受注棟数と平
均床面積はともに減少していますが、受注価格総額は増加傾
向となっています。ZEH仕様や材工のコスト転嫁も単価アッ
プにつながったようですが、今後はZEH以外にも、新たな
機能の開発が待たれます。生活を豊かにする日本らしい“住
価値”が、国内外の住宅市場を切り拓くのではないでしょうか。

和洋折衷の歴史

　先日“国宝”「迎賓館赤坂離宮」を内覧し、日本の住文化や
技術力について考えさせられました。ネオ・バロック様式の
宮殿建築は、ヴェルサイユ宮殿（仏）など西洋建築を模した
中にも、日本的要素が散りばめられています。甲冑や刀を外
観モチーフに入れ、見事な緞通＊やビロード織がフランス製
シャンデリアと和洋折衷の空間をつくり上げていました。国
産材で内装された広間には、七宝焼による花鳥の日本画が
壁を飾るなど、最高峰の美術工芸を見ることができます。
　昭和に建てられた和風別館では、床壁天井に匠の技が施さ
れ、静粛で実用的な和モダンの空間に感動です。このような
日本伝統の建築技術やその心を、現代のデジタル技術も活用
して新たな発想のデザインや価値創造につなげたいものです。

技術力で勝負、日本の住宅設備

　西洋の住文化に日本人が付加価値を付けた例は、トイレ
の温水洗浄便座が代表的。欧米の住宅設備はデザイン志向
ですが、日本企業の安全性や省エネ性、耐久性など地道な
研究開発による性能は世界に誇るものです。
　YKK AP社が３月発売予定の戸建住宅用自動ドアは、そ
んな開発力で生まれた商品です。住宅の自動ドアを心待ち
にしていましたが、安全性やコストなど障壁は高かったは
ず。ついに日本の引き戸文化を生かし、顔認証キーも搭載
した次世代住設を実現してくれました。

　一方、欧州でデザイン賞を獲得したのは、「HIDEO」ブ
ランドを立ち上げたバスタブデザイナー清水秀男氏

（JAXSON社創業者）。日本人の風呂文化を昇華させたデ
ザインで海外ラグジュアリー市場へ挑戦。写真作品のコン
セプトは“劇場（Teatro）”。審査員から「社会的なコミュ
ニティ体験を促進するデザイン」と評価されました。正し
く、日本の温泉や銭湯の文化をスタイリッシュなデザイン
で表現し、外国人に共感を得たのです。住文化の和洋折衷、
日本の技術力なら勝算がありそうです。

Kenzai Monthly MARCH 20237

【国宝 迎賓館赤坂離宮（上）】1899年に東宮御所として建築。
関東大震災にも耐え、1974年から迎賓館として賓客を迎える
場に。設計はジョサイア・コンドル（英）の弟子・片山東熊が
指揮、大改修は村野藤吾が手がけた。明治以降の建築では唯
一の国宝。2016年より通年で一般公開

【和風別館「游心亭」（下）】1974年、谷口吉郎による設計。
坪庭、茶室、大広間などで和のおもてなしをする。国賓が錦鯉
に餌をまくお決まり接待シーンは、この広縁から

長らくJAXSON社で培って
きた日本の製造技術が可能に
する、しなやかなデザイン。
インテリアとしてのバスルー
ムを提案しHIDEOブランド
で「バスタブを“高級家具”
にする」と清水氏は語る。3
商品がドイツ、イタリアのデ
ザイン賞をトリプル受賞

業界初の顔認証キー搭載によりハンズ
フリーで入室（ICタグキー・リモコン
キー・スマートフォンでも）。ベビー
カー、自転車、車椅子と自動ドアのニー
ズは全世代に。静音で高耐久な磁力で
駆動する“リニアシステム”（下）を採用。
価 格 例：980,000
円〜（顔認証キー・
外引込みタイプ、消
費税・組立施工費
除く） 

【戸建住宅用自動ドア「M30 顔認証自動ドア」（YKK AP）】

【Teatro（HIDEO）】

＊ 緞通：敷物用織物の一種
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乗り心地はフラットで、とても快適である。た
だし、ウィンカーの位置が分かりづらく、右折
する際、ウィンカーが遅れ、危険を感じること
がある、ウィンカーの位置を見直してほしい。

VOCの例

付与された「意見タグ」の例
意見対象部

乗り心地
乗り心地
ウィンカーの位置

ウィンカーの位置
ウィンカー

意見述部
フラット
快適である
分かりづらく

見直してほしい
遅れ

格
ガ
ガ
ガ

ヲ
ガ

本　　社  ● 東京都新宿区西新宿
  6-5-1 新宿
  アイランドタワー
創　　業  ● 2012年
資 本 金  ● 1,000万円
従 業 員  ● 20名
事業内容  ● マーケティング調査や

レポート作成、自然言
語処理・機械学習など
の人工知能を利用した
データ解析受託

自
動
車
に
対
す
る
不
満
が
書
か
れ
た
文
章
も
、
Ｉ

Ｔ
Ａ
Ｓ
で
解
析
す
れ
ば
乗
り
心
地
が
悪
い
の
か
、

メ
ー
タ
ー
ま
わ
り
の
表
示
が
分
か
り
に
く
い
の
か
、

ボ
タ
ン
の
位
置
が
使
い
に
く
い
の
か
な
ど
が
構
文

解
析
で
導
き
出
さ
れ
、
対
策
の
方
向
性
が
明
確
に

な
る
。
消
費
者
が
抱
え
て
い
る
課
題
感
や
熱
量
を

把
握
し
や
す
い
た
め
、
企
業
は
不
満
の
デ
ー
タ
を

商
品
開
発
や
改
善
に
役
立
て
や
す
い
と
い
う
わ
け
だ
。

不
満
を
ポ
ジ
ティ
ブ
に
活
用
す
る
こ
と
が

新
た
な
付
加
価
値
を
生
み
出
す
近
道
に

—

「
声
が
届
く
世
の
中
を
創
る
」を
ポ
リ
シ
ー

に
、
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
の
レ
ポ
ー
テ
ィ
ン
グ
の
他
、

蓄
積
さ
れ
た
３
５
０
０
万
件
超
の〝
不
満
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
〟を
公
開
し
、
好
き
な
よ
う
に
検
索
し
て

テ
ー
マ
や
課
題
に
合
っ
た
デ
ー
タ
を
抽
出
で
き
る

「
不
満
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー
」、各
企
業
が
保
有
す
る
コ
ー

ル
セ
ン
タ
ー
な
ど
に
寄
せ
ら
れ
た
Ｖ
Ｏ
Ｃ
か
ら
課

題
解
決
の
ヒ
ン
ト
を
発
見
す
る「
ア
イ
タ
ス
ク
ラ

ウ
ド
」な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
同
社
。
そ

の
他
に
Ｖ
Ｏ
Ｃ
の
読
み
解
き
方
の
レ
ク
チ
ャ
ー
な

ど
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
事
業
も
行
っ
て
い
る
。

  

「
当
社
の
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
は
〝
社
会
の
不

満
の
縮
図
〟
で
も
あ
り
、
利
用
企
業
か
ら
は
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
種
を
探
す
の
に
非
常
に
有
効
と
好

評
を
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。
最
も
多
い
の
が
食
品

や
日
用
品
メ
ー
カ
ー
な
ど
消
費
者
の
行
動
様
式
の

変
化
に
素
早
い
対
応
が
求
め
ら
れ
る
業
界
の
利
用

で
す
が
、
新
規
事
業
開
発
に
難
渋
す
る
成
熟
産
業

か
ら
の
ニ
ー
ズ
も
増
え
て
い
ま
す
」

—

顧
客
の
不
満
の
声
を
活
用
し
き
れ
て
い
な

い
企
業
は
多
い
。
ク
レ
ー
ム
対
応
に
終
わ
っ
て
し

ま
う
ケ
ー
ス
も
少
な
く
な
い
だ
ろ
う
。
し
か
し
、

不
満
を
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
に
活
用
す
る
方
法
を
仕
組
み

化
で
き
れ
ば
、
そ
こ
か
ら
様
々
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
が
生
ま
れ
る
は
ず
だ
。

  

「
最
近
で
は
行
政
に
も
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て

い
ま
す
。
例
え
ば
台
風
が
接
近
し
て
い
た
時
、
台

風
に
関
す
る
不
満
の
声
を
政
治
家
に
届
け
た
こ
と

が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
を
受
け
自
治
体
が
メ
ッ
セ
ー

ジ
を
出
し
、
企
業
が
出
社
を
控
え
る
よ
う
呼
び
か

け
る
き
っ
か
け
と
な
り
ま
し
た
。
こ
う
し
た
社
会

課
題
に
通
じ
る
サ
ー
ビ
ス
に
対
し
て
も
Ｖ
Ｏ
Ｃ
は

非
常
に
有
益
で
、
上
手
に
活
用
で
き
れ
ば
暮
ら
し

や
す
い
世
の
中
に
つ
な
が
り
ま
す
。
官
民
連
携
の

ハ
ブ
に
な
る
役
割
も
果
た
し
な
が
ら
、
Ｖ
Ｏ
Ｃ
か

ら
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
生
み
出
す
文
化
を
つ
く
っ

て
い
き
た
い
で
す
ね
」

—

Ｂ
ｔ
ｏ
Ｃ
だ
け
で
な
く
Ｂ
ｔ
ｏ
Ｂ
に
も
Ｖ
Ｏ
Ｃ

は
役
立
つ
と
い
う
伊
藤
氏
。
ど
ん
な
産
業
も
最
後
に

行
き
着
く
の
は
消
費
者
で
あ
る
た
め
だ
。

  「
消
費
者
フ
ァ
ー
ス
ト
の
提
案
は
、
企
業
に
と
っ

て
の
大
き
な
強
み
と
な
り
ま
す
。
ス
ペ
ッ
ク
で
勝

負
す
る
時
代
が
終
わ
っ
た
今
、
ど
う
付
加
価
値
を

付
け
て
い
く
か
は
Ｖ
Ｏ
Ｃ
の
活
用
に
か
か
っ
て
い

ま
す
」

付 加 価 値 創 造 に 挑 戦

注 企業を訪ねる

業
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
経
験
を
持
つ
私
が
代
表
に

就
任
。
不
満
を
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
と
し
て
活
用
す
る

企
業
へ
の
転
換
を
図
り
ま
し
た
」

—

「
不
満
買
取
セ
ン
タ
ー
」は
、
消
費
者
が
投

稿
し
た
不
満
を
買
い
取
り
、
こ
れ
を
Ａ
Ｉ
が
査
定
。

１
～
10
ポ
イ
ン
ト
が
付
与
さ
れ
る
仕
組
み
で
あ
る
。

最
大
の
特
徴
は
、
新
鮮
で
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク=

自
然

発
生
的
な
不
満
が
蓄
積
さ
れ
て
い
る
点
だ
。
ア
ン

ケ
ー
ト
な
ど
で
特
定
の
質
問
を
さ
れ
る
と
、
バ
イ

ア
ス
が
か
か
り
や
す
く
本
音
で
は
な
い
意
見
が
混

ざ
る
可
能
性
も
あ
る
。
一
方
、
同
セ
ン
タ
ー
で
は

内
容
に
制
約
を
設
け
ず
日
常
生
活
で
感
じ
た
不
満

を
１
日
10
件
ま
で
投
稿
可
能
で
あ
り
、
純
粋
な〝
サ

イ
レ
ン
ト
マ
ジ
ョ
リ
テ
ィ
ー
〟が
集
ま
る
。
ス
キ
マ

時
間
で
ポ
イ
ン
ト
を
稼
げ
る
と
し
て
人
気
が
あ
り
、

現
在
の
会
員
数
は
72
万
人
を
超
え
て
い
る
。

  「
当
社
最
大
の
強
み
は
、
集
め
た
不
満
の
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
を
独
自
開
発
し
た
文
章
解
析
Ａ
Ｉ
で
分
析

で
き
る
点
に
あ
り
ま
す
。
従
来
の
テ
キ
ス
ト
マ
イ
ニ

ン
グ
＊
２
は
文
章
の
中
に
多
い
単
語
の
抽
出
や
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
な
内
容
の
分
析
に
留
ま
り
、
不
満
の
詳
細

ま
で
は
判
然
と
し
な
い
と
い
う
課
題
が
あ
り
ま
し

た
。
そ
こ
で
、
不
満
の
中
に
あ
る
〝
フ
レ
ー
ズ
の
理

解
〟
が
重
要
だ
と
考
え
、
自
然
言
語
処
理
研
究
で

著
名
な
京
都
大
学
と
産
学
連
携
。
文
章
解
析
Ａ
Ｉ

『
Ｉ
Ｔ
Ａ
Ｓ
（
ア
イ
タ
ス
）』
を
開
発
し
ま
し
た
」

—

Ｉ
Ｔ
Ａ
Ｓ
は
文
章
全
体
の
意
味
を
理
解
し
、

意
見
性
の
あ
る
内
容
を
抽
出
し
た
り
、
発
言
者
の

感
情
ま
で
特
定
し
た
り
で
き
る
と
い
う
。
例
え
ば

サ
イ
レ
ン
ト
マ
ジョ
リ
ティ
ー
＊
１
を
逃
さ
な
い

不
満
買
取
セ
ン
タ
ー
を
運
営

—

消
費
者
が
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
に
対
し
て
感

じ
る
不
満
の
中
に
は
、
様
々
な
ビ
ジ
ネ
ス
の
種
が

隠
れ
て
い
る
。
そ
ん
な
Ｖ
Ｏ
Ｃ（Voice O

f 
C

ustom
er=

顧
客
の
声
）を
最
新
の
Ａ
Ｉ
テ

ク
ノ
ロ
ジ
ー
で
分
析
し
、
企
業
の
ヒ
ン
ト
と
な
る

情
報
や
デ
ー
タ
を
炙
り
出
す
仕
組
み
を
構
築
し
て

い
る
の
が
、「
不
満
買
取
セ
ン
タ
ー
」を
運
営
す
る

イ
ン
サ
イ
ト
テ
ッ
ク
で
あ
る
。

  「
２
０
１
２
年
に
設
立
し
た
当
初
は
、
企
業
か
ら

の
依
頼
を
受
け
て
集
め
た
消
費
者
の
不
満
を
手
作

業
で
集
計
し
、
レ
ポ
ー
ト
と
し
て
販
売
す
る
ビ
ジ

ネ
ス
を
行
っ
て
い
ま
し
た
。
し
か
し
、
日
本
語
は

構
文
解
析
が
難
し
く
、
不
満
と
い
う
形
で
集
ま
っ

た
デ
ー
タ
を
ビ
ジ
ネ
ス
に
生
か
し
に
く
い
と
い
う

課
題
も
あ
り
ま
し
た
。
そ
こ
で
２
０
１
７
年
、
前

職
で
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
や
Ａ
Ｉ
を
活
用
し
た
新
規
事

株
式
会
社 

イ
ン
サ
イ
ト
テ
ッ
ク

消費者の〝不満〟を構文解析し
〝価値〟に変えるAIを開発

新鮮でオーガニックな VOCを
買い取り蓄積する仕組みを構築

解析されたVOCを使って
企業のイノベーション創出に貢献

ここが注目ポイント

あなたの不満、買い取ります。
消費者の声を独自開発のAIで解析し
イノベーションの種に変える

代表取締役社長 CEO

伊藤 友博 氏

＊ 1 サイレントマジョリティー：積極的には発言しない大多数の消費者
＊ 2  テキストマイニング：大量の文章データから有益な情報を取り出すこと

Webやアプリなどから無料会員登録をすることで、誰でも不満を投稿できる

不満買取センターの仕組み

係り受け関係を解析することでテキストから「意
見対象部 ‐ 格 ‐ 意見述部」で構成される「意見タ
グ」の抽出が可能。対象部と述部をセットで抽出
し、フレーズ単位でのテキストマイニングを実現

不満ファインダーを使えば好きな切り口で解析・集計できる 寄せられた不満の一例

ITASの機能例「意見タグAI」「不満ファインダー」の活用方法

家電メーカー

意
見
対
象
部

ワードクラウド 共起ネットワーク

すべての意見対象部
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　2023年度税制改正などでインボイス制度に関する小
規模事業者の負担軽減措置が盛り込まれたが（本誌P6
参照）、その他にも様々な支援措置が設けられている。

【免税事業者から課税事業者になる場合】
◎納税額の軽減（小規模事業者）
　免税事業者からインボイス発行事業者になった場合、
売上税額の２割を納税額とすることができる。事前の届
出は不要。
・対象事業者：２年前の基準期間の課税売上が1,000万円
以下の小規模事業者
・対象期間：2023年10月１日〜2026年9月30日
◎持続化補助金の上乗せ（小規模事業者）
　持続化補助金について、 免税事業者がインボイス発行
事業者に登録した場合、補助上限額が一律50万円加算
される。
・対象事業者：小規模事業者
・補助上限：50〜200万円⇨100〜250万円
・補助対象：税理士相談費用､ 機械装置導入､ 広報費､

展示会出展費、開発費、委託費など
【既に課税事業者の場合】
◎IT導入補助金の拡充（中小事業者）
　IT導入補助金（デジタル化基盤導入類型）について、
安価な会計ソフトも対象となるよう、補助下限額を撤廃。
・対象事業者：中小企業･小規模事業者等
・補助額：〈ITツール〉〜50万円（補助率3/4以内）、
50〜350万円（補助率2/3以内）

〈PC・タブレットなど〉〜10万円（補助率1/2以内）
〈レジ・券売機など〉〜20万円（補助率1/2以内）
・補助対象：ソフトウエア購入費、クラウド利用費（最
大２年分）、ハードウエア購入費など
◎少額な返還インボイス交付義務見直し（すべての事業者）
　1万円未満の値引きや返品などについて、返還インボ
イスを交付する必要がなくなる。振込手数料分を値引処
理する場合も対象となる。
・対象事業者：すべての事業者
・対象期間：適用期限はなし

花粉の季節です。極力外出を控え、犬の散歩は相方に頼むことが多くなりました。
その道中犬たちは行き交う人を凝視し、私のことを探している様子とのこと。犬
の視力は0.2程度。シルエットで捉え、音や匂い、飼主の動向などの情報を駆使し
て判断しているとか。先日ジョギング中の女性を見て尻尾を振り、猛烈に追いか
け始めたと聞きました。確かに私の趣味はランニング！犬の洞察力に感動したも
のの、その女性が小太りのおばちゃんだったと知り、なんとも複雑な心境です。（M）

編
集
後
記

表紙：住友林業（株）住宅事業本部　多摩支店　八王子第二展示場

＊ 家具などのインテリア品は実際の展示と
　 異なる場合があります

税負担・事務負担軽減のためのインボイス制度の支援措置

編集室より

■ 送付先の変更、広告掲載・誌面に対するご意見などは
 以下までご連絡ください。

メールアドレス：kenzai-monthly@sfc.co.jp
FAX：03-3214-3263
住友林業株式会社 木材建材事業本部 業務企画部

■ 弊社ホームページにPDF版を掲載中です。
住友林業　建材マンスリー

今月のニュース

　「住宅省エネ2023キャンペーン」は、新たに創設さ
れた3つの補助事業「こどもエコすまい支援事業」「先進
的窓リノベ事業」「給湯省エネ事業」の総称で、リフォー
ムの補助対象となる建材・設備を、キャンペーンのＨＰ
で公開した。
　ＨＰの検索機能では、3事業の支援事業者※と補助対
象となる建材・設備を一括して検索できる。対象建材・
設備は、メーカーからの登録申請により順次追加される。
　また、「我が家の断熱窓検索」では、窓の性能等に応じ
た補助額を知ることができる。リフォームを検討する住
宅の条件を入力すれば、各事業でどの程度の補助を受け
られるかを確認できる。
　さらに新築住宅で「こどもエコすまい支援事業」を利
用するため、省エネ性能をZEHレベル以上に変更しよ
うとする設計者がスムーズに設計変更を行えるよう、建
築士などの専門家が無料で具体的なアドバイスを提供す
る相談窓口が開設された。相談窓口利用は、設計者が「住
宅省エネ2023キャンペーン」の問い合わせ電話番号か
ら申し込みを行う。

（補助事業合同問い合わせ窓口：
  0570-200-594）
※ 各事業の補助対象である住宅の建築・販売・
　 リフォーム等を行う事業者

「住宅省エネ2023キャンペーン」の補助対象となる
建材・設備の公開等について －国土交通省

■ 「我が家の断熱窓検索」の例
STEP1

立地を選択
（地域区分）

STEP2
住宅の構造等を選択
（建て方・階数）

STEP3
工事内容
を選択

STEP4
製品の機能
を選択

6地域 戸建住宅 外窓交換（カバー工法） 断熱等＋防犯

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

検索結果
STEP1〜4の条件による補助額は以下の通りです。
各性能区分に該当する製品を提供するメーカーとその製品を調べたい場合、

「確認対象」欄にチェックを入れ、画面下の「確認する」ボタンから進んでください。

確認
対象

性能
区分

サイズ

大（L） 中（M） 小（S） 極小（X）
こども
エコ 窓リノベ こども

エコ 窓リノベ こども
エコ 窓リノベ こども

エコ 窓リノベ

□ P(SS) 34,000円 183,000円 24,000円 136,000円 20,000円 91,000円 0円 91,000円

□ S 34,000円 124,000円 24,000円 92,000円 20,000円 62,000円 0円 62,000円

□ A 34,000円 102,000円 24,000円 76,000円 20,000円 51,000円 0円 51,000円

□ B 34,000円 0円 24,000円 0円 20,000円 0円 0円 0円
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季節調整済
年率換算（全国）

資 料 室

新  設  住  宅  計
建築主別

1月
対前年同月比 10月11月12月対前々年同月比

利用
関係別

資金別

構造別

公共
民間
持家
貸家
給与住宅
分譲住宅
　うちマンション
　うち戸建
民間資金
公的資金

木造
非木造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄骨造
コンクリートブロック造
その他

公営住宅
住宅金融機構融資住宅
都市再生機構建設住宅
その他住宅

2023年1月の新設住宅着工戸数　単位：戸　▲は減

プレハブ
2×4

2022年

2×4、
プレハブ戸数

（利用別・千戸）
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木造戸建前年同月比

5,15663,604
264

63,340
16,627
24,041
238

22,698
11,990
10,576
56,284
7,320
136

1,904
122

5,158
32,509
31,095
705

22,245
8,095
27
23

67,249
636

66,613
19,768
26,845
436

20,200
8,117
11,977
61,093
6,156
491

2,306
70

3,289
37,378
29,871
232

20,582
8,968
36
53

72,372
1,027
71,345
21,511
29,873
346

20,642
8,092
12,370
65,376
6,996
624

2,418
375

3,579
41,751
30,621
572

19,131
10,752
104
62

76,590
968

75,622
21,834
31,996
919

21,841
9,298
12,462
68,339
8,251
946

2,477
0

4,828
42,849
33,741
552

21,281
11,808

39
61

3,914
▲ 322
4,236

▲ 1,503
958
▲ 85
4,544
4,919
▲ 427
1,507
2,407
▲ 142
▲ 352
▲ 11
2,912

▲ 1,205
5,119
▲ 19
6,271

▲ 1,123
▲ 3
▲ 7

▲ 468
5,624

▲ 2,573
4,247
▲ 127
3,609
3,215
363

3,216
1,940
▲ 592
▲ 675
122

3,085
▲ 891
6,047
405

5,963
▲ 310
▲ 9
▲ 2

6.6% 8.8%
▲ 54.9%

7.2%
▲ 8.3%
4.2%

▲ 26.3%
25.0%
69.6%
▲ 3.9%
2.8%
49.0%

▲ 51.1%
▲ 15.6%
▲ 8.3%
129.7%
▲ 3.6%
19.7%
▲ 2.6%
39.3%

▲ 12.2%
▲ 10.0%
▲ 23.3%

▲ 63.9%
9.7%

▲ 13.4%
21.5%

▲ 34.8%
18.9%
36.6%
3.6%
6.1%
36.1%

▲ 81.3%
▲ 26.2%

―
148.8%
▲ 2.7%
24.1%
135.0%
36.6%
▲ 3.7%
▲ 25.0%
▲ 8.0%

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

1月

5,854

8,138

2月

6,194

8,376

3月

7,921

8,694

4月

7,648

8,711

5月

7,195

9,091

6月

8,148

10,801

7月

7,644

10,128

8月

8,017

10,417

9月

8,383

9,261

10月

8,865

11,133

11月

8,242

9,847

12月

7,122

8,003

12月

6,137

7,325

1月 2月 3月 4月

2023年

（出典：国土交通省ホームページ　http://www.mlit.go.jp/statistics/details/jutaku_list.html）
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865
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3月

26,258
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909

27,794

4月

26,111

8,651

13,094

874

28,439

5月

23,282

7,864

9,691

836

26,35626,386

6月

24,841

8,775

11,688

848

29,313

7月

25,351

8,048

11,445

835

26,35628,180

8月

26,480

9,131

12,691

894

29,429

9月

26,047

8,146

12,090

859

27,721

10月

26,838

8,319

13,918

867

27,515

11月

24,818

8,975

11,279

842

27,300

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

12月

23,568

7,947

10,986

846

24,748

1月

24,703

7,176

11,245

893

20,480

7,325
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